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１．国民の皆様へ   

 

独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「ＪＣＨＯ」という。）は、年金福祉施設等の整理合

理化を目的とした独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構（ＲＦＯ）を改組し、病院等の運

営を目的とする独立行政法人として平成 26 年 4 月 1 日に発足しました。  

ＪＣＨＯにおいては、全国 57 の病院の他、介護老人保健施設、看護専門学校等の附属施設を運

営し、また自治体や関係団体、地域の医療機関等とのきめ細かい連携により、それぞれの地域にお

いて必要とされる医療・介護を提供することで、地域での取組が十分でない分野を補完し、各地域

における連携の要や牽引役を担うこととしています。 

これまでの実績を十分生かし、人々が抱える多様なニーズに応えるため、全国規模のグループと

して「急性期医療～回復期リハビリ～介護」を含むシームレスなサービスを提供し、地域医療・地

域包括ケアの確保ができるよう取り組んでおります。 

また、ＪＣＨＯは地域医療・地域包括ケア連携の「要」となる医療人育成にも力を入れておりま

す。急務となっている幅広い診療能力を有する総合診療医の養成に積極的に関与し、総合診療医と

領域別の専門医が協働する地域完結型医療の構築にも取り組んでおります。 

さらに全国ネットワークを活かし、医師不足地域への支援を行うほか、ＩＣＴの活用により、全

国の診療・健診データ等の分析を行い、その成果を発信して行きます。 

ＪＣＨＯの全国５７の病院や介護老人保健施設等は、地元の医師会、大学、関係諸機関や自治体

などと綿密に協力しながら、我が国の地域医療の再生に向けた様々な取組を推進し、安心して暮ら

せる地域づくりに貢献してまいります。 

経営に関しましては、安定的な経営基盤の構築に向けて事業の効率化を図り、中期計画の目標と

しております経常収支率（１００％）を達成いたしました。 

  



２． 法人の基本情報   

 

(1) 法人の概要 

 

① 目的  

独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「地域医療機構」という。）は、病院、介護老人保

健施設等の運営を行い、救急医療・災害時における医療・へき地医療・周産期医療・小児医療、

リハビリテーションその他地域において必要とされる医療機能の確保を図り、もって公衆衛生の

向上・増進や住民福祉の増進に寄与することを目的とする。（独立行政法人地域医療機能推進機

構法第３条） 

 

② 業務内容 

当機構は、地域医療機能推進機構法第３条の目的を達成するため、以下の業務を行います。 

一 病院の設置及び運営を行うこと。 

二 介護老人保健施設の設置及び運営を行うこと。 

三 看護師養成施設（保健師助産師看護師法（昭和二十三年法律第二百三号）第二十一条第

二号に規定する学校及び同条第三号に規定する看護師養成所をいう。）の設置及び運営を

行うこと。 

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

③ 沿革 

平成 17 年 10 月 独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構として設立 

全国の社会保険病院等（社会保険病院、厚生年金病院、船員保険病

院）を、(社)全国社会保険協会連合会、(財)厚生年金事業振興団、(財)

船員保険会に運営を委託して医療の提供を行う。 

 

平成 26 年 4 月 独立行政法人地域医療機能推進機構に改組 

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の改正（平成 23 年法

律第 73 号）により、平成 26 年 4 月に社会保険病院等は独立行政法人年

金・健康保険福祉施設整理機構が改組されて発足する独立行政法人地域

医療機能推進機構が直接運営する病院グループとなる。 

 

④ 設立根拠法  

独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成 17 年法律第 71 号）  

 

 

⑤ 主務大臣（主務省 所管課等） 

厚生労働大臣（厚生労働省医政局医療経営支援課地域医療機能推進機構管理室）  

 

 

 



⑥組織図（平成 27 年 6 月 1日） 
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(2) 本部、病院の所在地（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

［本部］  

本部    ：東京都港区高輪 3-22-12 

 

［地区事務所］ 

北海道東北地区事務所  ：宮城県仙台市青葉区立町 27-21 仙台橋本ビルヂング 701 

関東地区事務所   ：東京都港区高輪 3-22-12 1F 

東海北陸地区事務所  ：愛知県名古屋市南区三条 1-1-10 中京病院内 

近畿中国四国地区事務所  ：大阪府枚方市星丘 4-8-6  星ヶ丘医療センター内 

九州地区事務所   ：福岡県北九州市八幡西区岸の浦 1-8-1 九州病院内 

 

［病院］  

北海道病院   ：北海道札幌市豊平区中の島一条 8-3-18 

札幌北辰病院   ：北海道札幌市厚別区厚別中央二条 6-2－1 

登別病院   ：北海道登別市登別温泉町 133 

仙台病院   ：宮城県仙台市青葉区堤町 3-16-1 

仙台南病院   ：宮城県仙台市太白区中田町字前沖 143 

秋田病院   ：秋田県能代市緑町 5-22 

二本松病院   ：福島県二本松市成田町 1-553  

うつのみや病院   ：栃木県宇都宮市南高砂町 11-17 

群馬中央病院   ：群馬県前橋市紅雲町 1-7-13 

さいたま北部医療センター ：埼玉県さいたま市北区盆栽町 453 

埼玉メディカルセンター  ：埼玉県さいたま市浦和区北浦和 4-9-3 

千葉病院   ：千葉県千葉市中央区仁戸名町 682 

船橋中央病院   ：千葉県船橋市海神 6-13-10 

東京高輪病院   ：東京都港区高輪 3-10-11 

東京新宿メディカルセンター ：東京都新宿区津久戸町 5－1 

東京山手メディカルセンター ：東京都新宿区百人町 3-22-1 

東京城東病院   ：東京都江東区亀戸 9-13-1 

東京蒲田医療センター  ：東京都大田区南蒲田 2-19-2 

横浜中央病院   ：神奈川県横浜市中区山下町 268 

横浜保土ケ谷中央病院  ：神奈川県横浜市保土ケ谷区釜台町 43 ｰ 1 

相模野病院   ：神奈川県相模原市中央区淵野辺 1-2-30 

湯河原病院   ：神奈川県足柄下郡湯河原町宮上 438 

高岡ふしき病院   ：富山県高岡市伏木古府元町 8-5 

金沢病院   ：石川県金沢市沖町ハ 15 

福井勝山総合病院  ：福井県勝山市長山町 2-6-21 

若狭高浜病院   ：福井県大飯郡高浜町宮崎 87-14-2 

山梨病院   ：山梨県甲府市朝日 3-11-16 

  



可児とうのう病院  ：岐阜県可児市土田 1221-5 

桜ヶ丘病院   ：静岡県静岡市清水区桜が丘町 13-23 

三島総合病院   ：静岡県三島市谷田字藤久保 2276 

中京病院   ：愛知県名古屋市南区三条 1-1-10 

四日市羽津医療センター  ：三重県四日市市羽津山町 10-8 

滋賀病院   ：滋賀県大津市富士見台 16-1 

京都鞍馬口医療センター  ：京都府京都市北区小山下総町 27 

大阪病院   ：大阪府大阪市福島区福島 4-2-78 

大阪みなと中央病院  ：大阪府大阪市港区築港 1-8-30 

星ヶ丘医療センター  ：大阪府枚方市星丘 4-8-1 

神戸中央病院   ：兵庫県神戸市北区惣山町 2-1-1 

大和郡山病院   ：奈良県大和郡山市朝日町 1-62 

玉造病院   ：島根県松江市玉湯町湯町 1-2 

下関医療センター  ：山口県下関市上新地町 3-3-8 

徳山中央病院   ：山口県周南市孝田町 1-1 

りつりん病院   ：香川県高松市栗林町 3-5-9 

宇和島病院   ：愛媛県宇和島市賀古町 2-1-37 

高知西病院   ：高知県高知市神田 317-12 

九州病院   ：福岡県北九州市八幡西区岸の浦 1-8-1 

久留米総合病院   ：福岡県久留米市櫛原町 21 

福岡ゆたか中央病院  ：福岡県直方市大字感田 523-5 

佐賀中部病院   ：佐賀県佐賀市兵庫南 3-8-1 

伊万里松浦病院   ：佐賀県伊万里市山代町立岩 417 

諫早総合病院   ：長崎県諫早市永昌東町 24-1 

熊本総合病院   ：熊本県八代市通町 10-10 

人吉医療センター   ：熊本県人吉市老神町 35  

天草中央総合病院  ：熊本県天草市東町 101 

南海医療センター  ：大分県佐伯市常盤西町 11-20 

湯布院病院   ：大分県由布市湯布院町川南 252 

宮崎江南病院   ：宮崎県宮崎市大坪西 1-2-1 

 

（注）各名称には、「独立行政法人地域医療機能推進機構」が付されている。 

  



(3) 純資産の額及び出資者ごとの出資額 

（単位：百万円） 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 85,491 － － 85,491

資本剰余金 101,630 493,330 232,462 362,497

利益剰余金（△：繰越欠損金） 198,881 △6,016 193,941 △1,076

国庫納付金（△） △205,421 △31,412 △236,832 －

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

  



(4) 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

（平成 27 年 4 月 1 日現在） 

職  名 氏  名 任  期 担  当 経  歴 

理 事 長 尾 身   茂 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 30 年 3 月 31 日

 平成 11 年 2月 

ＷＨＯ西太平洋地域事務局長(第５代)

平成 24 年 4月 

年金・健康保険福祉施設整理機構 

理事長 

平成 26 年 4月（現職） 

理  事 藤 木 則 夫 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

管理担当 平成 26 年 3月 

厚生労働省大臣官房付 

平成 26 年 4月（現職） 

理  事 亀井 美登里 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

医療・ 

地域包括 

ケア担当 

平成 24 年 9月 
国立国際医療研究センター企画戦略局長

平成 26 年 4月（現職） 

理  事 前 野 一 雄 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

広報担当 平成 16 年 9月 

読売新聞医療情報部長 

平成 20 年 11 月 

読売新聞編集委員 

平成 24 年 4月 

国際医療福祉大学教授 

平成 26 年 4月（現職） 

理  事 中 村 重 郎 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

ＩＴ・ 

コスト 

削減担当 

平成 13 年 9月 

Johnson＆Johnson 本社(米国) 

アジア・太平洋地域ＩＴ担当副社長 

平成 26 年 4月（現職） 

地区理事 

(非常勤) 

田 熊 淑 男 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 平成 26 年 4月 

仙台病院長 

平成 26 年 4月（現職） 

地区理事 

(非常勤) 

細 田 洋一郎 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 平成 26 年 4月 

埼玉メディカルセンター院長 

平成 26 年 4月（現職） 

地区理事 

(非常勤) 

絹 川  常 郎 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 平成 26 年 4月 

中京病院長 

平成 26 年 4月（現職） 

地区理事 

(非常勤) 

山 崎  芳 郎 自 平成 27 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 平成 26 年 4月 

大阪病院長 

平成 27 年 4月（現職） 

地区理事 

(非常勤) 

多治見    司 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 平成 26 年 4月 

九州病院長 

平成 26 年 4月（現職） 

監  事 

(非常勤) 

辻     雅 英 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 元 NREG 東芝不動産（株） 

代表取締役社長 

平成 26 年 4月（現職） 

監  事 

(非常勤) 

石 尾   肇 自 平成 26 年 4 月 1 日 

至 平成 28 年 3 月 31 日

 元 独立行政法人国立病院機構監事 

石尾公認会計士事務所所長 

監査法人エムエムピージー・エーマッ

ク代表社員 

㈱星医療酸器社外監査役 

高島㈱社外監査役 

平成 26 年 4月（現職） 

 

 

 



(5) 常勤職員の数 

常勤職員は平成 27 年 4 月１日において 24,972 人（前年比 215 人減少、0.9％ 減）となって

います。このうち、国等からの出向者は、78 人、平成 26 年 3 月 31 日退職者は 1,042 人で

す。 

  



３．財務諸表の要約 

 

(1) 要約した財務諸表 

 

① 貸借対照表 (http://www.jcho.go.jp/) 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額 

流動資産 116,134 流動負債 45,646

 現金及び預金 51,429  買掛金 13,838

 有価証券 3,000  未払金 17,245

 医業未収金 53,333  １年以内支払リース債務 1,526

 施設運営事業未収金 1,989  引当金 10,234

 棚卸資産 3,920  その他 2,803

 その他 2,463  

固定資産 386,088 固定負債  9,664

 有形固定資産 379,637  長期借入金 1,169

 無形固定資産 4,793  引当金 4,822

 投資その他資産 1,658  リース債務 2,304

  その他 1,369

 負債合計 55,309

 純 資 産 の 部 金 額 

 資本金 85,491

 資本剰余金 362,497

 繰越欠損金 △1,076

 純資産合計 446,912

資産合計 502,221 負債純資産合計 502,221

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

② 損益計算書 (http://www.jcho.go.jp/) 

（単位：百万円） 

科     目 金     額 

経常収益（A） 358,641

診療業務収益 343,206

介護業務収益 13,680

教育業務収益 594

その他経常収益 1,160

経常費用（B） 353,581

  診療業務費 336,583

  介護業務費 12,912

  教育業務費 1,304

  一般管理費 2,112

  その他経常費用 669

 臨時損益（C） △11,076

 当期純利益（A-B+C） △6,016

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 



③ キャッシュ・フロー計算書 (http://www.jcho.go.jp/) 

（単位：百万円） 

科     目 金     額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー (A) 28,244

診療業務活動によるキャッシュ・フロー 23,086

介護業務活動によるキャッシュ・フロー 1,227

教育業務活動によるキャッシュ・フロー △322

その他の業務活動によるキャッシュ・フロー △11,734

   利息の受払額 41

   委託先清算金の受取額 130,958

   国庫納付金の支払額 △115,012

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー (B) △31,629

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー (C) △461

Ⅳ 資金増加額（又は△減少額）(D=A+B+C) △3,847

Ⅴ 資金期首残高 (E) 31,775

Ⅵ 資金期末残高 (F=D+E) 27,929

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 (http://www.jcho.go.jp/) 

（単位：百万円） 

科     目 金     額 

Ⅰ 業務費用 6,965

損益計算書上の費用 364,766

（控除）自己収入等 △357,801

（その他の行政サービス実施コスト） 

Ⅱ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅲ 機会費用 711

Ⅳ 行政サービス実施コスト 7,675

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(2) 財務諸表の科目の説明（主なもの） 

① 貸借対照表 

流動資産 

現金及び預金：現金、預金 

有価証券  ：譲渡性預金、１年以内に満期が到来する満期保有目的債券 

医業未収金 ：医業収益に対する未収金 

施設運営事業未収金：介護業務収益に対する未収金 

棚卸資産  ：医薬品、診療材料、給食用材料など 

 

 



固定資産 

有形固定資産：土地、建物、医療用器械備品など 

無形固定資産：ソフトウェア、電話加入権など 

投資その他資産：長期前払費用、災害備蓄在庫など 

 

流動負債 

買掛金   ：医薬品、診療材料、給食用材料にかかる未払債務 

未払金   ：買掛金以外の未払債務 

一年以内支払リース債務：リース取引にかかる債務のうち一年以内に支払期限が到来す

る債務 

引当金 

（賞与引当金）：支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員賞与に対

する引当金  

 

固定負債 

長期借入金 ：最終の返済期限が１年を超えて到来する財政融資資金 

引当金 

（退職給付引当金）：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金  

リース債務 ：リース取引にかかる債務 

 

純資産  

資本金   ：政府による出資金 

資本剰余金 ：財務及び会計に関する省令第３条第１項に基づく評価差額金、旧委託先

団体より受け入れた財産などの累計額 

繰越欠損金 ：業務に関連して発生した欠損金の累計額 

 

② 損益計算書 

診療業務収益：医業（入院診療、外来診療、保健予防活動等）にかかる収益、診療業務

にかかる補助金・寄付金など  

介護業務収益：介護業務（施設サービス、在宅サービス、介護予防サービス等）に係

る、介護業務にかかる補助金・寄付金など  

教育業務収益：看護師養成所等にかかる収益、研修受入にかかる収益、教育研修業務に

かかる補助金・寄付金など 

診療業務費 ：医業（入院診療、外来診療、保健予防活動等）に要する給与費、材料

費、委託費、設備関係費（減価償却費を含む）など  

介護業務費 ：介護業務（施設サービス、在宅サービス、介護予防サービス等）に要す

る給与費、材料費、委託費、設備関係費（減価償却費を含む）など   

教育業務費 ：看護師養成所等にかかる給与費、経費（減価償却費を含む）、研修受入

にかかる経費など  

 

 



一般管理費 ：本部組織にかかる給与費 、経費（減価償却費を含む）など  

その他経常費用：長期借入金にかかる支払利息、振込手数料など 

 

臨時利益  ：受取保険金、固定資産の売却益など 

臨時損失  ：固定資産の除却損、医療賠償など  

 

③ キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

通常の業務の実施に係る資金の状態を表す  

診療業務活動によるキャッシュ・フロー： 

医業にかかる収入、医業を行うための人件費、医薬品等の材料費購入に

よる支出など  

介護業務活動によるキャッシュ・フロー： 

介護業務にかかる収入、介護業務を行うための人件費、医薬品等の材料

費購入による支出など 

教育業務活動によるキャッシュ・フロー： 

看護師養成所等にかかる授業料等の収入、看護師養成所等にかかる人件

費の支出など 

その他の業務活動によるキャッシュ・フロー： 

その他の業務活動による収入、一般管理部門の人件費支出など  

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

有価証券の償還による収入及び取得による支出、定期預金の払戻による

収入及び預入による支出、固定資産の取得による支出など 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

長期借入金の借入による収入及び返済による支出、リース債務の返済に

よる支出など 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用  ：損益計算書に計上される費用から国又は地方公共団体からの財源によら

ない自己収入を控除したもの 

機会費用  ：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃借した

場合に通常負担すべき額として試算した金額など 

  



４． 財務情報  

 

(1) 財務諸表の概要 

 

① 経常収益、経常費用、当期総損益、資産、負債 、キャッシュ･フローなどの主要な財務デ

ータの状況 

 

（経常収益）  

平成 26 年度の経常収益は 358,641 百万円となっています。このうち、診療業務収益は

343,206 百万円となっています。 

 

（経常費用） 

平成 26 年度の経常費用は 353,581 百万円となっています。このうち、診療業務費は

336,583 百万円となっています。 

 

（当期総損益） 

経常損益 5,060 百万円に臨時損益△11,076 百万円を計上した結果、平成 26 年度の当期

総損益は△6,016 百万円となっています。 

 

（資産）  

平成 26 年度末現在の資産合計は 502,221 百万円となっています。このうち、現金及び

預金等の流動資産が 116,134 百万円、土地、建物等の固定資産が 386,088 百万円となっ

ています。  

 

（負債）  

平成 26 年度末現在の負債合計は 55,309 百万円となっています。  

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー）  

平成 26 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 28,244 百万円となっています。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△31,629 百万円となっています。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 26 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△461 百万円となっています。 

 

（注）改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

 

 

 

 



主要な財務データの経年比較  

（単位：百万円） 

 区     分 平成 26 年度 

 経 常 収 益 358,641 

 経 常 費 用 353,581 

 当期純利益[又は(△)損失] △6,016 

 資 産 502,221 

 負 債 55,309 

 利益剰余金[又は(△)繰越欠損金] △1,076 

 業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 28,244 

 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △31,629 

 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △461 

 資 金 期 末 残 高 27,929 

（注１） 改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

（注２） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

  



② セグメント事業損益・総資産の経年比較・分析 

 （区分経理によるセグメント情報） 

 

事業損益の経年比較  

                         （単位：百万円） 

 区     分 平成 26 年度 

 診 療 業 務 事 業 6,622 

 介 護 業 務 事 業 768 

 教 育 業 務 事 業 △710 

 法 人 共 通 △1,620 

 合 計 5,060 

（注１） 改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

（注２） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

 

総資産の経年比較  

（単位：百万円） 

 区     分 平成 26 年度 

 診 療 業 務 事 業 409,178 

 介 護 業 務 事 業 18,813 

 教 育 業 務 事 業 9,533 

 法 人 共 通 64,698 

 合 計 502,221 

（注１） 改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

（注２） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

 

  



③ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

平成 26 年度の行政サービス実施コストは 7,675 百万円となっています。 

 

行政サービス実施コストの経年比較 

                         （単位：百万円） 

 区     分 平成 26 年度 

 業 務 費 用 6,965 

 うち損益計算書上の費用 364,766 

 うち自己収入 △357,801 

 損益外除売却差額相当額 0 

 機 会 費 用 711 

 行政サービス実施コスト 7,675 

（注１） 改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

（注２） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

(2) 重要な施設等の整備等の状況（主なもの） 

 

① 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 

 

   埼玉メディカルセンター  一般 395 床  5,955 百万円 

 

   天草中央総合病院     一般 149 床  3,384 百万円 

                結核    2 床 

                感染    4 床 

 

② 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 

 

    全面建替・・・・・大阪病院 

 

    病棟等建替・・・・久留米総合病院、三島総合病院 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

 

    なし 

  



(3) 予算及び決算の概要 

                     （単位：百万円） 

区     分 
平成 26 年度 

予 算 決 算 

収 入   

 長期借入金等 36,900 1,169 

 業務収入 317,910 304,858 

 その他収入 40 152,606 

計 354,851 458,633 

支 出   

 業務経費   

  診療業務経費 278,290 267,912 

  介護業務経費 10,810 10,616 

  教育業務経費 926 920 

  その他の経費 12,888 13,113 

 施設整備費 36,900 4,860 

 借入金償還 1,540 0 

 支払利息 261 0 

 その他支出 2,152 165,060 

計 343,765 462,480 

（注１） 改組初年度のため前年度との比較はなく当年度のみとなっております。 

（注２） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

  



(4) 経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

 

① 経費削減及び効率化目標 

 

当機構においては、一般管理費（退職給付費用を除く。以下同じ。）の平成 26 年度計画

額（社会保険病院等の経営を委託していた団体（（社）全国社会保険協会連合会、（一財）

厚生年金事業振興団及び（一財）船員保険会）における平成 25 年度の一般管理費を基に地

域医療機構の法人規模等を勘案して算出した額）に比し、中期目標の期間の最終年度におい

て、15％以上節減することを目標としました。このため、人件費の給与水準の適正化を行っ

た結果、平成 26 年度計画額に比して、15.8％の削減となっています。 

 

② 一般管理費（退職給付費用を除く。）の経年比較 

（単位：百万円） 

区  分 

平成 26 年度 当中期目標期間 

計画額 平成 26 年度 

金額 比率 金額 比率 

一般管理費 

（退職給付費用除く） 

2,458 100% 2,070 84.2% 

うち経費 609 100% 399 65.5% 

うち減価償却費 77 100% 273 354.5% 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

 

５． 事業の説明 

 

(1) 財源の内訳 

① 内訳（補助金、運営費交付金、借入金、債権発行等） 

当機構の経常収益は 358,641 百万円で、その内訳は、補助金等収益 949 百万円（収益の

0.3％）、診療報酬等の自己収入 357,692 百万円（収益の 99.7％）となります。 

 

② 自己収入の明細（自己収入の概要、収入先等） 

当機構では、医療、介護サービスを提供することにより 357,692 百万円の自己収入を得て

います。この自己収入は診療報酬等の診療業務収益 342,289 百万円、介護報酬等の介護業務

収益 13,675 百万円、授業料等の教育業務収益 587 百万円、その他 1,140 百万円となってい

ます。 

 

  



(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

 

 ア 診療業務事業 

   診療業務事業は５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医療、小児医療）、５

疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）、リハビリテーションその他地域

において必要とされる医療の提供を目的としています。 

   事業の財源は、事務費及び事業費については、診療業務収益 343,206 百万円となっていま

す。 

   事業に要する費用は、診療業務費 336,583 百万円となっています。 

 

 イ 介護業務事業 

   介護業務事業は病院附属である特長を活かした介護サービスおよびリハビリテーションの

提供を目的としています。 

   事業の財源は、事務費及び事業費については、介護業務収益 13,680 百万円となっていま

す。 

   事業に要する費用は、介護業務費 12,912 百万円となっています。 

 

 ウ 教育業務事業 

   教育業務事業は質の高い医療従事者（看護師等）を養成・育成を目的としています。 

   事業の財源は、事務費及び事業費については、教育業務収益 594 百万円となっています。 

   事業に要する費用は、教育業務費 1,304 百万円となっています。 

 

 

以 上 

 

 

 


